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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
（1）倒産手続における管財人については、倒産手続の中心的な担い手として、これまでのわが国
の倒産法学においても様々な観点から考察が加えられてきたが、主に、管財人の法的地位を理論体系
的にどのように位置づけるかという問題を中心に研究が蓄積されてきた。これに対して、誰がどのよ
 うな方法で管財人を選任するか、また、倒産手続の中核をなす管財事務の適正・迅速な実施の観点か
ら望ましい管財人制度のあり方はどのようなものかについては、これまで、必ずしも十分な研究が行
われてこなかった。 
 また、わが国の倒産法制は、21世紀に入って全面的に新しい法制に転換しており、管財人等につ
いても、新倒産法制のもとでの規律と運用のあり方をあらためて考える必要が少なくない。 
（2）本論文は、従来のわが国の管財人研究とは異なり、管財人を誰がどのように選任するかを中
心に考察するもので、従来の倒産法研究に欠如していた部分を埋めるものとして非常に有益な研究で
ある。考察方法として、イギリス倒産法における管財人制度に注目し、同制度の成立・展開過程の分
析から、わが国の倒産法における管財人制度のあり方を考える。イギリス法を考察する理由は、同法
が、債権者自治型でかつ行政機関関与型の管財人制度を採用するなど、わが国とは大きく異なる特徴
を有し、わが国の管財人制度のあり方を考えるうえで有益であることに求められる。そのために、イ
ギリス倒産法における管財人制度の沿革が、16世紀のイギリス最初の破産法の制定から今日にいた
るまで丁寧かつ詳細に考察される。イギリスの倒産法制に対する本格的研究は、わが国の最近の外国
倒産法制の研究が、もっぱらアメリカ法を対象とするだけに、わが国の外国倒産法制研究の空白を埋
めるものとしても大変貴重である。 
内容的には、イギリスの管財人制度が、当初、裁判所が選任する裁判所管理型の管財人制度として
定着したにもかかわらず、その後、債権者が選任する債権者自治型の制度に変化し、さらに、行政機
関の関与をも採り入れた制度へと展開してきた過程を、その変遷の原因の分析と関連づけて明らかに
している。イギリスの管財人制度を裁判所管理型・債権者自治型・行政機関関与型の３つに分類する
ことにより、制度の変遷とその原因・背景との関連づけに十分に配慮した叙述となっており、イギリ
スの現在の倒産法制下の管財人制度の内容ともども、管財人を中心とするイギリス倒産法制の史的な
全体像を知る上で極めて有意義な内容となっている。 
本論文は、イギリス法の研究・分析の結果から、わが国の倒産法に示唆を与えるものとして、イギ
リスの管財人制度の変遷の基礎に、商道徳の向上を図り誠実な取引を促進し、倒産を減らすという公
益保護の要請があることと、倒産手続の適正・迅速化のために管財人の質の確保がとくに重要である
と考えられていることに注目し、そこから、わが国の倒産法制にとっても有意義な考察結果を抽出す
る。考察の結果でとくに重要と認められるものは、わが国の倒産手続においても、公益保護の観点か
ら管財人には必ず弁護士が選任される制度とすべきことと、管財人の質を確保するため、イギリス法
のように資格制度を導入すべきであるということである。イギリス法の考察から、倒産制度および管
財人職務における公益の要素の抽出、その公益保護の観点に基づくところの、弁護士からの管財人選
出の必要性、および、管財人の職務遂行の質を確保するための資格制度の導入の必要性が抽出された
点は、わが国の管財人のあり方として明確な方向性を提示しており、本研究の成果として、わが国の
倒産法制を考えるうえで大変有益である。 
 （3）ところで、本論文は、イギリスの管財人制度が裁判所管理型と債権者自治型との間で展開し
てきたことに着目して考察を加える。倒産手続を考えるうえで、手続の適正・迅速な運営を重視する
と、いきおい裁判所管理型に依拠して債権者の手続関与を消極的に捉える方向に向かうが、もともと
倒産手続は包括執行と呼ばれる通り、債権の実現のための手続でもある。後者の点からは、債権者の
自治尊重とその手続関与を積極的に捉える方向が指向される。この両者をいかに両立・調和させるか
が、倒産法の基本問題をなすことは否定できない。本論文では、とくにイギリス法の制度の考察にお
いて両者が対立的に扱われているが、手続の適正と債権者自治をどう調和させるかという点は、課題
としての認識はあるものの、十分に明らかにされていない。これは、終章で、裁判所管理型をとるわ
が国の法制を前提に議論がなされている点に現れている。むしろ、イギリスの管財人制度が債権者自
治型を現在も維持している点に注目するならば、わが国の裁判所管理型の管財人選任制度のあり方自
体も再検討するなど、債権者自治の視点をどう考慮していくかを検討する必要があったように思われ
る。 
 本論文では、管財人を誰がどのように選任すべきか、という点に考察の重点が置かれているが、管
財事務の適正・迅速化は、管財人の選任だけにかかっているわけではない。本論文も、管財人に対す
る監督や管財人の責任の問題が重要であることを当然の前提としているが、それらには限界があると
述べるにとどまる。本論文が取り上げたイギリス法は、債権者による管財人の選任という特徴だけで
なく、行政機関の関与を通じた行政による監督強化という特徴も有しており、管財人の選任や資格・
質だけでは捉えられない制度が複雑に組み合わされている。それだけに、管財人だけでなく、それに
 関連する周辺の制度や規律と相俟った複合的な分析やそのための要素の抽出が必要であり、その点の
分析が十分になされていないように思われる。また、管財人のあり方を考える場合、その選任だけで
はなく、管財人の法的地位や責任に関する考察も不可欠であるが、本論文では、イギリスにおける管
財人の法的地位や責任についての言及はあるものの、それ自体の詳細な研究は行われておらず、その
点の研究は、今後に期待しなければならない。 
 本論文の主要部分は、イギリス倒産法上の管財人制度の制度史研究であるが、外国の制度とわが国
の制度との比較を行うための前提としては、各々の国の法制の背後にある社会的経済的背景の違いが
重要な意味を持ちうることからすると、本論文では、社会経済的な背景の叙述や社会・経済史への言
及に不十分なところが見られ、今後の研究によってその点の充足が期待される。 
（4）本論文は、（3）において述べたようないくつかの課題を残しているように思われるものの、
管財人に関連した部分を中心に、これまでわが国では十分に行われてこなかったイギリス倒産法研究
の空白を埋める研究として貴重な成果であり、イギリス倒産法研究と破産管財人制度の研究の両者を
大きく進展させるものとして、今後これらの問題を扱う研究者や実務家にとって基本的な文献となる
ことは疑いない。この意味で、本論文は、とりわけ倒産法研究のうえで、学界および実務界に寄与す
るところのきわめて大きい業績であって、博士（法学）の学位請求論文として必要かつ十分な要件を
具備するものであることを確認する。 
 
 
